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資本自由化と産業再編成の諸問題
?
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1. 資本自由化問題の現実的意義
ここに一般論として， 資本の自由化とは， 資本の国際的移動の自由化であ
り，わが国の立場から，これを端的にいえば「外資導入の自由化」と「海外投
資の自由化」を意味するのであるが，わが国経済の現状から，直接今後の産業
界に大きな影響を与える問題は，主として前者の外資導入の自由化である。従
って紙数の制限をも考慮して，この小論では，わが国の立場からの海外投資の
自由化については殆んど触れないことにするが，もとより外資導入の自由化と
海外投資の自由化は「相互主義の原則」の上に展開されるべきものであり，な
お貿易の自由化，為替の自由化，資本の自由化は三位一体的なものであること
はいうまでもない。
さて外資導入については，昭和25年の「外資法」（外資に関する法律，短期債権
や外債などは外国為替管理法によって規制されている）制定以来，わが国は，かなり
の実績をもっている。 すなわち昭和25年より昭和40年3月末現在の外資導入
（長期外資～外資法の対象となる期間1年をこえるものと短期外資～外国為替管理法の対
象となる期間1年以内のものとがある）の状況は第 1表の如くで， かなり巨額に達
している。それ故に外資導入それ自体の論議については，いまさらここで問題
とする必要はないが， しかし資本の自由化で問題となるのは導入外資の性質，
換言すれば「導入外資の形態」如何ということである。すなわち外資法による
導入外資の形態は， (1)証券投資， (2)外貨ローン， (3)直接投資， (4)技術導入，
の4つであるが，これらのうち今日の自由化論議の対象となるのは，直接投資
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（第1表） 戦後の外資導入状況 （単位百万ドル）
技術導入 証券投資 外借入 貨りI  外 債I 合年度
株式l(i認）I貪噌I 計（件） 計 れ発行I
塁｝ 27 3 (3) 3 3 
26 101 13 (12) 13 4 17 
27 133 10 (7) 10 34 45 
28 103 5 (3) 1 6 49 55 
29 82 4 (2) 4 15 19 
30 72 5 (2) 5 47 52 
31 144 10 (5) 10 94 103 
32 118 11 (7) 12 124 136 
33 90 11 (4) 11 231 30 273 
34 153 27 (15) 27 128 155 
35 327 74 (32) 1 75 127 10 212 
36 320 116 (40) 8 124 388 72 584 
37 328 165 (23) 12 177 358 155 690 
38 564 185 (43) 20 205 504 194 903 
39 500 87 (31) 76 163 651 175 988 
40 472 84 (45) 102 186 379 63 629 
累計i-・3.534 r・・・su・・Tc213) __ r・・・・220・・r 1.031・r・3.134--『--699・・r・・・--4.-864 ___ 
出所：日本経済新聞・資本自由化と日本経済(2)
（経営参加の目的で株式を取得するもの）である。かのOECD資本自由化網領（コ
ード）によれば， 直接投資とは， 「経営に大なる影響をおよぼす可能性のある
投資で，企業との永続的な経済関係を確立する目的の投資をいい， (1)出資者に
専属する企業，子会社または支店の創設，または拡張，既設企業の完全所有権
の取得， (2)新設企業または既設企業への参加， (3)長期貸付 (5年およびそれ以上
のもの）」と定義されている。 もとより直接投資は技術導入と結合する場合が
多いが，欧米諸国，とりわけアメリカが要請する資本自由化も，この直接投資
の自由化であることはいうまでもない。何故ならば，わが国はOECDに加盟
する際（了解覚え書きに） (1)資本力，規模からみて欧米の同種企業に劣っている
多数の近代化途上にある中小企業が存在していること， (2)産業構造高度化のに
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ない手となる分野に育成過程にある産業が多く，しかも産業界における相互に
激しい市場占拠率競争のために各企業は資本構成を悪化（他人資本依存度を高め
ている）させ， 過当競争状態にあること， (3)外資準備のうち輸入ユーザンスな
どの短期資本が比較的に多く，国際収支の安定を欠いていること，等の理由に
よって，わが国の資本自由化網領適用留保は網領中項目37あるうち，直接投資
を始め全面保留，部分保留を含めて 18項目におよんでいるからである。従っ
て，わが国の資本自由化はOECD加盟国のうちで，またEEC6カ国やイギ
リスに比べてはるかに遅れている。特に対内直接投資を全面的に留保している
のは，わが国だけである。今日， OECD加盟国は資本移動規制の程度に応じ
て次の四つのグループに分けられている。第 1グループ（アメリカ，カナダ，ス
イス，西ドイツ，ベルギー）第2グループ（オーストリア，フランス，イタリア，オラ
ンダ）第3グループ（イギリス，スェーデン，ノルウェー，デンマーク，アイルランド）
第4ゲループ（スペイン，ポルトガル，「トルコ，ギリシャ，アイスランドは自由化義務
免除」），わが国は後からの加盟であるのでランクされていない。第3グループ
までは，いわゆる工業国であり，そして工業国に共通なのは原則自由，例外制
限という態度である。わが国は，この点異なり，特に直接投資は全面保留，す
なわち，どういう条件ならば許可されるのか，全く明らかにしていない1)。と
はいえ対日直接投資が皆無というのではない。ただ第 1表にみる如く，その額
は非常に少ない。（アメリカが対日直接投資額の70%を占めている）従って導入外資
の大部分は外貨借り入れや外債といった，いわゆる間接投資である。しかしな
がら導入外資系企業（子会社，合弁会社，資本参加）は既に 573社（昭和39年12月末
現在）に達し，それぞれの分野 （化学，石油精製，非鉄金属，建設機械，など，わが
国の重要産業部門）で活躍している。なお最近の対日直接投資の形態別新規投資
状況は第2表の如くである。
それでは欧米諸国が要請する資本自由化，わが国の立場からいえば，資本自
由化政策（直接投資規制の緩和ないし撤廃）の現実的意義は如何なる点にあるの
か，これを端的に要約してみよう。
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（第2表） 対日直接投資の形態別新規投資状況
（金額は単位百万ドル）
I .子件数会社.設金額立. 
合弁会社設立 資本参加 計
, 件数 . 金額、 , 件数 . 金額. 、件数 ＾ 金額、
昭34まで ， 1. 3 53 10. 6 59 16.4 121 28.3 
35~37 1 0.1 44 34.5 15 17.5 60 52.1 
38 ゜゜.35 14.2 7 15.5 42 29.7 39 3 0. 1 37 8.4 27 4.6 67 13.1 
40 ， 0.1 33 . 5.6 19 4.1 61 9.8 
計 I 22 1.61 202 73. 3 I 121 58.1 I 351 133.0 
出所：日本経済新聞・資本自由化と日本経済(8)
ここに資本自由化問題の現実的意義とは，外資導入における直接投資規制の
緩和ないし撤廃という肯定的立場における実際的，顕在的な意義をいうのであ
るが，これに次の如き積極的意義と消極的意義とがあり，それらには各々わが
国の対外的，対内的経済事情が深く絡んでいることはいうまでもない。
まず資本自由化は世界の大勢であるから，わが国も早急に自由化に踏み切る
べきだという積極的意義と認められるものは， (1)わが国産業における一般的な
技術導入は大企業を中心に一巡しているが，今後の産業の発展のためには，そ
の必要性は減少するどころか，むしろ増大する。しかるに導入外資の条件は益
々きびしくなってきているので，換言すれば外資の自由化推進圧力と，わが国
における技術導入の必要性から資本自由化政策を利益になるよう前進すべきで
ある， (2)わが国経済の今後の持続的成長のためには貿易の拡大，わけても輸出
の伸張が必要であるが，先の貿易の自由化についで資本の自由化を推進しなけ
れば貿易の拡大は望みえない世界情勢であるから資本自由化政策を前進せしむ
べきである， (3)資本自由化は，いわば有効競争原理の導入であるから，その推
進により，わが国の産業界における過当競争や独占の弊害除去，企業体質の改
善，農業や中小企業などの低生産部門の近代化・合理化の促進，ひいては，ゎ
が国経済の効率化，すなわち経済資源，特に資本と労働の国民経済的有効配分
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を可能ならしめるから，早急に資本自由化政策を前進せしむべきである，等で
ある。
これに対して，資本自由化政策を前進させるためには国内諸体制の整備を必
要とするから，前向きに，しかし漸進的に対処せねばならないという消極的意
義として認められるものは， (1)資本自由化による欧米の巨大な「世界企業」な
いし「国際企業」，わけてもアメリカ資本の進出に対して，わが国産業の国際
競争力（価格，品質，資本の競争力）は十分ではなく，先の貿易自由化の場合とは
視角が異なる筈であるから，特に産業界の国際競争力についての自由化体制を
整備促進することが必要である， (2)直接投資の自由化による外資系巨大企業の
「技術支配」に対して，わが国産業が「技術隷属化」する危険性があるので，
資本自由化政策の前進には自主的な技術開発体制の確立が必要である， (3)また
外資系巨大企業の経営方式の如何によっては， わが国市場の「分割支配」や
「国内租界的行動」の発生がおこる危険性があるので経営基盤の確立，産業体
制はもとより広く国内諸体制（例えば外資法，外為法，商法，税法，独禁法，各業法，
制度など）の整備促進が必要である，等である。
さて以上の如き資本自由化問題の現実的意義との関連において，最近のわが
国産業界に再び鳴動し始めたのが，新産業秩序への主体的実践としての産業再
編成問題である。いや既に現実の産業界には石炭，繊維などの，いわゆる斜陽
産業だけではなく，自動車，造船，石油化学，電子工業などの，いわゆる成長
産業においても，また貿易商社など，いわゆる流通産業においても再編成は進
行しているのである。それでは資本自由化問題の現実的意義との関連における
新産業秩序への主体的実践としての産業再編成とは，如何なる経済現象である
るのか，この点について若干の考察を試みよう。
(1) 神野正雄編『資本自由化と国際競争力』昭和41年， 19ー 21ページ参照。
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2. 産業再編成と企業の経済力集中
産業再編成が再び鳴動し始めたのは，資本自由化による外圧，すなわち外資
の自由化推進圧力に対する産業資本の危機意識を媒介契機としていることはい
うまでもない。ところで外資の自由化推進圧力を媒介契機として鳴動し始めた
産業再編成は如何なる形態と方向をたどる現象であろうか。ここ数年来より進
行している産業再編成からみて考えられるのは，もとより一般論であるが，ま
ず第1段階は系列化（企業間格差の結果としての大企業による中小企業への支配）で
あり第2段階は業務提携（シェアの合理的配分，製品別生産の協力など）から第3段
階の共同投資（効率的な大型投資と設備の共同化など）へ， ついで第4段階の企業
の合併（同業種合併，異業種合併，製品別合併など）に進むであろうが，産業再編成
の中心が企業の合併（吸収合併，新設合併）塁であり， わけても吸収合併であるこ
とが明らかである。ここに吸収合併とは，企業が既存部門の拡充や新規部門へ
の進出にあたって，みずから新しい工場を建設するかわりに，他企業の工場を
買収ないし合併する， あるいは， みずから新しい市場経路を開拓するかわり
に，他企業のそれを買収ないし合併する行動で拡張投資の一形態とみられる合
併である。このような合併に対して，競争を排除し，市場支配力を手に入れる
のを目的とした合併もあるが，このような合併は欧米諸国でも，わが国でも独
占禁止法によって禁止するのがたてまえになっている 2)。しかし産業再編成の
中心が企業の合併である限り， それは会社形態の外にでたる資本の集中であ
り，それが資本の集積，すなわち企業が獲得した利潤を蓄積して個別資本の自
己拡大をなすことと相侯って企業の経済力集中を高めて，やがては少数の巨大
企業が市場支配力を獲得あるいは強化することになるのは必掟でる。今日の産
業再編成は外資の自由化推進圧力によるものであることは明らかであるが，そ
の中心が企業の合併であり，少数の巨大企業が市場支配力を獲得あるいは強化
することであるならば，まず前提として企業の経済力集中について若干の基礎
的考察をしておこう。
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いま企業の経済力集中の程度を実際の産業組織に即してとらえると， 「結
局， (1)企業の数， (2)企業の所有する経済資源あるいは支配する経済活動の量，
(3)企業間の結合関係（資本的または人的の手段による企業間の連合関係または支配従
属の関係）の 3要因によって規定されるということができる。 すなわち集中の
程度は， (1)企業の数が少なくなればなるほど， (2)相対的規模の格差が大きくな
ればなるほど， (3)上位企業を中心に企業結合関係が拡大すればするほど，高ま
るものであるa)。」 このような意味での企業の経済力集中の過程には次の局面
が含まれる。第ーは生産規模の拡大であり，第二には企業規模の拡大であり，
第三は資本的支配の拡大である4)。
ところで以上のような企業の経済力集中の実態は公正取引委員会が定期的に
発表している，わが国産業の，いわばミクロ的な調査である生産集中度（ある
製品を幾つの企業で生産しているかを表わす指標，例えばある商品を製造している企業が
日本で1社だけであるならば生産集中度は100%となる。従って企業の数が増加し競争
すれば集中度は低くなる。その逆は高くなる）および生産集中度との補足関係であ
る， いわばマクロ的な調査である産業集中の発表で知ることができる。試み
に，昭和37年度の生産集中度の調査では，集中度をその高低によって類型化し
次の 6つの静態的な類型，すなわち(1)極高位集中型 (5社累積集中度100彩， 3社
累積集中度9096以上，または1社集中度6096以上のいずれかの業種） (2)高位集中型 (10
社累積集中度10096, 5社累積集中度9096以上100彩未満または3社累積集中度7096以上90
彩未満のいずれかの基準に該当する業種） (3)準高位集中型 (10社累積集中度9096以上
100%未満または5社累積集中度70%以上90劣未満のいずれかの業種） (4)中位集中型 (10
社累積集中度70%以上90彩未満または5社累積集中度60%以上7096未満のいずれかの基準
に該当する業種） (5)準中位集中型 (10社累積集中度5096以上75%未満の業種） (6)低位
集中型 (10社累積集中度59%未満の業種）を設けて産業集中の実態を明らかにして
いる 5)。
そこで以上の如き企業の経済力集中過程において市場支配力を獲得ないし強
化する手段は，いま述べた生産規模および企業規模の拡大，すなわち単一工場
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企業の拡大と単一工場企業の複数工場企業への移行による拡大，企業の合併に
よる資本的支配の拡大である。ここに資本支配力の拡大とは， 「企業結合関係
の拡大である。いわゆる支配の集中がこれであり，生産規模あるいは経営規模
の拡大とは無関係に，たんに支配関係が変更されるにとどまる。したがって資
本支配の拡大からは，ほとんど能率向上的利益は期待されえず，市場支配的効
果に主たるねらいがある場合が少なくない。ことに水平的結合においては，少
なくとも，当事者間の競争が排除されることは明らかである。原材料部門ある
いは製品需要部門との垂直的結合は，直接的には，原材料の安定給源あるいは
製品の安定販路の確保を目的とするものとみられるが，取引関係の系列化を拡
大し，産業活動において非競争的に決定される分野を増大するのみならず，既
存企業の市場的地位を強化し，新規企業の進出を困難ならしめる効果をもつも
のである。」6)
さて企業の経済力集中を以上の如く理解し，かつ今日の産業再編成が企業の
合併であり，それは少数の巨大企業が市場支配力を獲得あるいは強化すること
である，とするならば，明らかに産業再編成は企業の経済力集中を促進する現
象であり，従ってそれは企業の規模による経済の実現と寡占体制の強化を招来．
するものである。
ところで以上のような意味における企業の経済力集中，企業の規模による経
済の実現，寡占体制の形成などは，既に昭和30年代のわが国経済における技術
革新の導入と産業構造の高度化による高度成長過程，わけても貿易の自由化に
対処して，著しく進行している。すなわち大企業のグループ化，大企業による
中小企業の系列化（系列再編成）， コンピナート化および企業の合併などの現象
は'1), その具体的なあらわれであり，これらの結果として既にわが国の産業界
には巨大企業，これを資本の性格別でみると，公共的巨大企業（電力資本や八
幡，富士製鉄資本など）， 外資系巨大企業（石油化学資本など）， 旧財閥系巨大企業
（三井，三菱，住友資本など）， 孤立的巨大企業（日立，日産，久保田資本など）が中
枢的存在として成立しているのであるが，しかしわが国巨大企業の国際的矮小
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性と集中の低位はこれを認めねばならない8)。それでは資本自由化の現実的意
義との関連における産業再編成の今日的特殊性は如何なる点にあるのか，私見
を端的に要約してみよう。
特殊性の第 1点は，今次の産業用再編成が業界の上位企業を中心とする企業
結合関係（企業の大型合併）として進行する，ことである。第2点は，産業再編
成と平行して財界再編成が考えられていること（構造金融と工業連盟をテコとして
推進しようとする計画）で従来の産業再編成にはみられなかった特徴があらわれ
ている，ことである。第3点は，新規企業の参入余地がある状態における産業
再編成ではなく，寡占体制の強化として独占禁止法に抵触する産業再編成であ
る，ということである。第4点は，中小企業を系列化ないし吸収するような，
いわゆる産業の系列再編成ではなく中小企業を系列再編するとともに，他方構
造的に中小企業を排除する結果となる産業再編成である，ということである。
第5点は，産業再編成の進行が労働組織や労働運動にあたえる影響は非常に大
きいであろう，ということである。このような性格の産業再編成は企業の経済
力集中を促進して，わが国経済の寡占体制を強化することはいうまでもない。
しかし企業の経済力集中は世界的傾向であり，既に西欧諸国においても再編成
は積極的に推進され，世界的寡占時代の到来が確実視される次第である。従っ
てわが国の産業再編成の諸問題も，まず前提として，この「世界的傾向」との
関連において理解することが必要である。
(2) 中村秀一郎・杉岡碩夫• 竹中一雄『日本産業と寡占体制』昭和41年， 24ー 25ページ
参照。
(3) 公正取引委員会事務局経済部編『日本の産業集中』昭和39年， 6ペー ジ。
(4) 同上， 7ベー ジ。
(5) 同上， 32ー 36ページ参照。
(6) 同上， 8ペー ジ。
(7) 旧・財閥系のグループ化には三井，三菱，住友，古河，日産，旧日窒，東急，藤山
などのグループ，融資系列のグループ化としては，富士銀行，第一銀行，三和銀行，
興業銀行，等のグループが形成されている。
中小企業の系列化の態様には，原料部品納入型，原料加工型，特定品種生産分業型，
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専売型，専従型，などがある。
コンビナートには先発コンビナートとして，三菱油化 (4日市），日本石油化学 (JI
崎），住友化学（新居浜），三井石油化学（岩国），後発コンビナートとして，東燃
石油化学（川崎），丸善石油化学（五井），大協和石油化学 (4日市），三菱化成（水
島），出光石油化学（徳山）などがある。
企業の合併は本文に記してある如く，昭和22年より昭和41年3月末までに，届け認可
は9,120件である。
(8) 小谷千秋他『日本の工業資本」昭和35年90ー 99ペー ジ参照。
3. 世界的傾向としての産業再編成
世界的傾向としての企業の経済力集中については，既にすぐれた研究成果が
あるので，以下その要旨を引用しよう 9)。いうまでもなく世界的傾向としての
企業の集中合併の発端となったのは， EECの発展，とくにその中核たるべき
関税同盟の完成 (1968年7月に完成することになっている）に備えてである。すな
わち関税同盟の完成は，すくなくとも物資に関しては国境を取り除いた広域市
場が成立することを意味する。しかもこの広域市場はきわめて将来性に富んだ
有望発展市場である。その上ここでは企業間の完全自由競争が建前となってい
るため，卒先して企業規模を拡大することが，いわゆる「規模の経済」の利益
を享受すると同時に，自由競争に対処するための捷径であることはいうまでも
ない。…・・・EECが発足した1958年 1月から61年 6月までの 3年半に， EEC
（第3表） EECをめぐる企業集中件数 (1958・1~1961・7) 
IEECIEECJEECI 
各国内部 各国相互間 域 外 合 計
B L E u 100 165 186 451 
フ ラ ン ス 363 343 245 951 
西 ド イ ツ 79 176 252 507 
イ 夕 リ ア 45 111 212 368 
才 ラ ン ダ 97 94 196 387 
計 684 889 1,091 2,664 
出所：東洋経済1962.4.14日号「欧米にみる企業集中と独禁法ー!EEC:着々進む企
業集中のマンモス化」による
備考：企業集中とは合併，子会社設立，技術・販売提携等を含む。片山謙二氏論文掲載
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をめぐる企業の集中合併，提携，子会社・新会社の設立件数は第3表の如くで
ある。なおこのようなEECの動向に脅威を感ずるアメリカ民間企業がケネデ
ィ・ラウンドによる関税一括引下げ交渉をまつよりも，みずからの手で自分た
ちを防衛することを考えて行ったEECへの直接投資の累積額は第4表の如く
（第4表） アメリカの民間直接投資累積額 （単位 100万ドル）
投資累積額（年末） 比 率（％）
総 計 i西 欧 IE E C 総 計 i西 欧 IE E C 
1958 27,387 4,573 -1,908 100.0 16.7 7.0 
1959 29,827 5,323 2,208 II 17.8 7.4 
1960 32,778 6,681 2,644 ’ 20.4 8.1 
1961 34,667 7,742 3,104 ” 22.3 9.0 
1962 37,226 8,930 3,722 ” 24.0 10.0 
1963 40,686 10,340 4,490 ’ 25.4 1. 0 
1964 44,343 12,067 5,398 ” 27.2 12.2 
出所： Survey of Current Business, Aug. 1961, Aug. 1962, Aug. 1963, Aug. 1964, 
Sep. 1965. (片山謙二氏論文掲載）
（第5表） アメリカ企業の西欧進出件数 (1958~1965) 
E E C イ ス そ 『西ギ
BLJフラ 1西ド 1イク 1オ;.J計 リ イ のEU ンスイツ リアン ス ス 他
電気機械 56 96 73 19 1 42 I 346 54 42 13 455 
非電気機械 76 98 81 69 43 367 74 53 22 516 
精密機械 11 21 36 18 22 108 19 20 3 150 
事務機械 8 15 18 5 7 53 10 15 7 85 
輸送設備 22 45 15 24 12 118 17 17 5 157 
重工業設備 16 22 11 9 7 65 13 5 4 87 
小 計 189 297 砲叫 133 1,057 187 152 54 1,450 
化 学 品 115 99 99 99 74 486 36 36 37 595 
金属・金属製品 47 35 51 37 21 191 20 12 16 239 
そ の 他 236 284 237 192 137 1,086 119 134 90 1,429 
,A ロ 計 587 I 715I 621I 532I 365I 2. 8201 362 I 334 1197 I 3, 713 
出所： Chase Manhattan Bank, Report on Western Europe. 
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であり，アメリカ企業の西欧への進出件数は第5表の如くである，といわれて
いる。アメリカ企業のこのように活発な西欧諸国への進出は， OECD加盟国
たるEECをはじめ，イギリス，スイス等がOECDにおける資本移動の自由
化義務を完全に履行していることに乗じての行動であることはいうまでもな
い。ところで西欧諸国に進出したアメリカ企業の経営戦略には，恐るべき企業
欲と，すざましい業界支配の執念がみられる。そのよき例は， 1960年にフォー
ド米自動車資本がイギリス第2位の英フォードを完全支配した事件，それから
クライスラ・ーが仏のシムカ (1962年当時，資本金2億4千フランで，その半分の 1億
2千フランは，イタリアのフィアット社が持っていたといわれている）を買収した事件
（シムカの株63彩の買占め）， こうしたアメリカ資本の攻勢に対して西ドイツでは
フォルクスワーゲンとベンツが業務提携を決め，フランスでは最近，ルノーと
プジョーが連合したのである。これらはアメリカ資本の進出に対するヨーロッ
パ資本の防衛の例である。なお西欧では西ドイツを除いて一般に化学工業（特
に石油化学）の国際競争力が弱いので， この分野には米英資本の攻勢がすざま
しく，また電子計算機などの分野ではアメリカ資本の攻勢が激しい。このよう
に米英巨大企業の西欧諸国への資本進出に対抗して西欧諸国は産業再編成の名
のもとに企業の集中合併を進めて企業の国際的大型化を図り，今日の世界的産
業再編成時代，換言すれば世界的傾向としての企業の経済力集中時代を招来し
ているのである。もとよりその根本原因は技術革新と貿易・資本の自由化を背
景とする企業の規模による経済の実現である。
さて世界的傾向としての企業の経済力集中過程には，国内における同一産業
内の上位企業が合併（同業種合併＝水平的合併）するのと国境を越えて，すなわち
国際的に合併して企業の大規模化ないし大型化を実現していることである。こ
の一つの例としては，西ドイツにおける最大の鉄鋼メーカー，アウゲスト・テ
ィッセンと第2位のフェニックス・ラインロールとの合併が前者の例であり
（アメリカ三大メーカーに次ぐ世界第4位の製鉄会社となる）， 後者の例としては，上
記のティッセン・グループに刺激されて，西ドイツのヘッシュ（第6位）とドル
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トムント・ヘルダー（第4位）が合併したが，オランダのホーゴペンズ（オラン
ダ唯一の一貫メーカーであり， ドルトムントの株式を42.8%を所有する大株主である）が
参画していることである。なお異業種合併としてはイクリアのモンテカティニ
（化学）とエヂソン（電機）の合併があり， 製品別合併， すなわち垂直的合併に
は，フランスのアルミメーカーであるペシネと非鉄金属のトレフィメトウの合
併が典型的であろう。
さて世界的傾向としての企業の経済力集中は国内的産業再編成として，また
国際的産業再縮成として展開されているが，これは各国の政策主体が産業再縮
成の名のもとに企業の集中合併を推進し，寡占化政策を採っているからにほか
ならない。 すなわちフランスでは現行の第5次経済社会開発計画 (1965~1970
年）のなかで産業構造を世界的規模に集中することが方針づけられているし，
イギリスでは 1億5千万ポンドの産業再編公社を設置し産業再編成を推進する
ことが明らかにされているし，西ドイツやイタリアにおいても合併促進のため
の税制特別措置が採られている。わが国も以上の如き世界的傾向と外資の自由
化推進圧力，わけても日米経済合同委員会や英国経団連 (CBI)からの資本自
由化の勧告がきびしいために， 資本自由化計画（資本自由化に前向きに取り組む
が，完全自由化は当分困難なので業種別に可能なものから漸進的に自由化するという業種
別自由化計画）の作成， OECD資本自由化留保項目をできる限り減らすほか，
外資審議会の能率化，外国人投資のためのサービス機関の設置，市場経由株式
．取得の制限緩和，等今後その具体策を固めていかねばならないであろう。それ
とともに産業再編成の促進，資本自由化に備える産業体制の整備を必要とする
ことはいうまでもない。もとより産業再編成の動きと，その程度は，わが国産
業の国際競争力（価格・品質・資本力の競争）の如何にかかっている。わが国産業
の国際競争力については，既に拙論で述べてあるが10), 国際競争力とは，ゎ
が国産業の輸出向け製品が国際市場において示す価格・品質・資本力の競争力
であり，他方では外国からの国内市場への輸入製品に対する対抗力（価格・品質
・資本力）である。 この国際競争力に直接の影響を与えるのは，生産，市場占
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拠率，原材料の輸入依存度，技術水準，国内販路の実態，製品輸出力，企業の
財務内容，海外におけるライバル企業との国際経営比較，等の如何であり，間
接の影響を与えるのは，世界全体としての需要の増大，その地域別および製品
別構成の変化であろう。以上述べた如く企業の経済力集中，従って産業再編成
の進展は世界的傾向であり，いまや第2次世界大戦後の世界経済は自由経済を
基調としつつも寡占化時化に突入しているのである。それでは，このような世
界的傾向下におけるわが国産業再編成の現実的諸問題は何か，について考察し
てみよう。
(9)、 片山謙二「世界的傾向としての企業の集中合併」大阪商工会議所月報， chamber, 
1966, 9. 16ー 24ページ参照。
UOl 松原藤由『工業経済学の基本間題』昭和41年， 337-347ページに詳述。
4. わが国産業再編成の現実的諸問題
わが国産業再編成の現実的諸問題を考察する場合に， まず注意すべきこと
は，欧米諸国と異なる産業秩序の特殊日本的性格並びに企業体質の特異性とい
うことである。もとより以上の二つは程度の差に帰着する問題であるかもしれ
ない。ここに産業秩序の特殊日本的な性格とは，わが国産業構造の問題点の一
つである規模の過小性と， 産業秩序の問題点の一つである競争の過当性（両者
の間には相互関係と進んで相互加速関係が見出される）， これを一元化していえば，
いわゆる「過当競争」を意味するのである。それでは過当競争とは何かといえ
ば，抽象的には， 「競争によって得られる国民経済的利益よりも，競争に伴っ
て失う国民経済的コストの方が大きいような競争」であり 11)' 具体的には，
大企業と中小企業の，いわゆる二重構造（私見では多重跛行構造）における小規模
企業（労働集約的産業）の乱立競争と大企業（資本集約的産業）相互間にみられる技
術導入競争，設備投資競争，宣伝販売競争，などであり，これらは日本的特殊
形態として展開されているのである。
次に以上のような意味での過当競争下の，わが国企業体質の特異性とは，過
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当競争との関連における，（イ）資本構成の悪化，（口）近代的・合理的経営の遅れ，
り生産性の低位，（二）基礎技術開発の遅れ，（ホ）特殊な雇用労働閑係，(-")国際的感
覚の不足，などであり，もとより欧米諸国とそれほど相違していないものもあ
るが，また大きく相違しているものがある。
ところで資本自由化に備える，わが国の産業再編成は，明らかに国際競争力
の強化のために現実の過当競争がもたらしている生産規模の過小性と企業体質
の改善を図る対策であり，また企業行動であるが，それは全体としての国民経
済の効率化を実現するものでなければならない。 ここに国民経済の効率化と
は，経済資源，わけても資本，労働を国民経済全般の立場からみて最も効率的
に配分することである。そこで端的にいえば，産業再編成が国際競争力の強化
と国民経済の効率化の実現，従ってナショナル・セキュリティ（国民的利益）の
観点から要請される産業政策的配慮として，またそれに対応する企業行動とし
て進められるのでなければ産業再編成は，いたずらに企業の経済力集中を高め
て，寡占体制を強化し，ひいては過度経済力の乱用が行われる結果となり，産
業再編成は誰れのために行われたのか，その正当性ないし大義名分は理論的に
も実際的にも説明することができないであろう。
さて過当競争と企業体質の特異性を前提にして，資本自由化に備えなければ
ならない業種は，自動車，石油化学，電子工業，特殊鋼，合繊，硫安，硫酸，
電線，アルミ圧延，自動車タイヤ，ソーダ，非鉄金属などであり，これらの業
種が国際水準に達するためには企業体質の充実，わけても企業の生産規模の拡
大と生産性の向上のための効率的な大型投資が必要であるといわれている。も
とより産業再編成の対象となる業種は以上に尽きるのではな．＜，その範囲は鉱
鋼，砂糖，食品工業を始めとして連鎖的に極めて多業種にわたるであろうと考
えられる。
ところで既に述べた如く，産業再編成が系列化，業務提携，共同投資，企業
の合併へと進む場合，産業再編成の今日的特殊性との関連において問題となる
のは，（イ）産業再編成と独占禁止法，（口）産業再編成と中小企業，州産業再編成と
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労働組合組織，などである。本来ならば，これを別個に論述すべきであるが，
紙数の制約を考慮し，以上の三つを，産業再編成の現実的諸問題として，極め
て要約的に説明してみよう。
産業再編成の動きと独占禁止法の運用について，まず問題となるのは，投資
調整についてである。何故ならば昨今の生産調整（経済不況下）の撤廃をきっか
けに投資競争（過剰投資ないし重複投資）が再燃するのを防ぎ，効率的な大型投資
（業務提携・共同投資の場合）を促進するには「投資調整」が必要だからである。
しかし投資調整は出資比率に絡んでシェア（市場占有率）を固定化して後発メー
カーを不当に規制するとか，新規参入者を不当に排除することが懸念されるの
で，公正取引委員会は政府や産業構造審議会が積極的に共同投資を促進するよ
うな場合以外には，民間だけの投資調整カルテは禁止している。しかしながら
例えば普通鋼，特殊鋼，紡績，織布，各業種の集中，合併，投資主体の集約化
による共同投資などを進める場合，合理化カルテルの一つとして投資調整カル
テルを認めるよう強い要請が通産省や業界からでている，といわれている。
次に問題となるのは，企業の合併についてである。何故ならば従来の弱小企
業の吸収合併とは異なり，資本自由化に備えて国際競争力を強化するための合
併は，上位企業を中心とする企業結合（企業の大型合併）関係として進行するで
あろうから，産業再編成は必然的に企業の経済力集中を強化し，ひいては市場
支配力と寡占体制の強化（独占的支配）とならざるをえないからである。もとよ
り現行・独占禁止法が今日までにたびたび行われた系列再編成（例えば貿易自由
化のための再編成，経済不況のための再編成など）や企業の合併に決定的な障害とな
ったことはない。このことは独占禁止法が昭和22年に施行されてから，昭和38-
年末までの合併件数は, 6,355件に達し，特に近年，その増加が著しく，昭和
22年より昭和41年3月末までの合併届け出認可 9,120件のうち，公正取引委員
会が正式にクレームをつけたものは皆無であったことから明らかである。
いうまでもなく企業の合併が禁止されるのは「一定の取引分野における競争
を実質的に制限することとなる場合」と「不公正な取引方法によるものである
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場合」である。すなわち独占禁止法は第 9条で持株会社を禁止し，第15条で合
併の規制を，第16条で会社の営業の譲渡に関する規制をなしている。何故なら
ば合併は端的な企業合同の方法であり，営業の譲渡，賃借，経営の受任，営業
上の損益共通契約の締結などは，近時における企業の経済力集中の過程におい
て最もよく利用される法的手段であるから独占禁止法は以上の行為を規制して
いるのである。なお独占禁止法で認めているのは不況カルテル，合理化カルテ
ル，行政指導による生産調整，中小企業団体組織法，中小企業等協同組合法に
よる価格・数量カルテル，それに輸出入取引法により特定の場合に認められる
貿易カルテルであるが，もとより不当な取引制限または不公正な取引方法に該
当する事項を内容とする国際的協定は制限している。 （独禁法第 6条）参考まで
に現行・独占禁止法の骨組みと以上に述べたことの関係を図示すれば次の如く
である 12)。
（主要規定）
??
独 I不当な取り引き制限の禁止(3条後段）
事業者が他の事業者と共同して対価を決
占 定維持、引き上げまたは数諏技術、設置
取り引き方を制限するなど相互に事業活動
を拘束し、または遂行して一定の取り引き
分野の競争を実質的に制限すること。
?
??
????
私的独占の禁止(3条前段）
事業者が、他の事業者の事業活動を排除ま
たは支配して一定の取り引き分野の競争を
実質的に制限すること。
;I悶言ぞ認は二言澁此言り扱うこ
維 と。（ポイコット、取り引き条件の差別など）
②不当な対価で取り引きすること。（ダンピ
ングなど）
③競争者の顧客を自己と取り引きするよう
不当に誘引、強制すること。—---­
④相手方を不当に拘束する条件をつけて取
り引きすること。
⑤取り引き上の地位を不当に利用して取り
引きすること。—~------- -
⑥競争者の取り引き関係を不当に妨害し、
またはその役員などに自社の不利になる
ような行為をさせること。
（捕完的規定）J 
事業者団体の競争
制限的行為の禁止
(8条 1項）
株式保有・役貝兼
任・合併等の制限
(9条-16粂）
7 
I 
L-
不当な国際的協定
等の禁止(6条）
（補充法）
不当景品類及び不
当表示防止法
下請代金支払遅延
等防止法
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ところで上位企業を中心とする企業結合（大型合併）関係とは，業界一位の企
業が他企業を合併する場合， あるいは合併して業界一位になる場合などであ
り，これは独占禁止法上， 公正取引委員会の合併許可基準ないし判断基準（シ
ェア，有力競争者の存否，取引相手方の事業能力，新規参入の難易，代替品・輸入品との
競争の度合いなどの綜合判断）との関係において大いに問題となるであろう。何故
ならば上位企業の合併は，一面では，経済社会変貌の進行プロセスに形成され
つつあるビッグ・ビジネスの支配原理および有効競争の秩序と産業経営社会変
貌の進行プロセスに形成されつつある民主化と科学化を基盤とする経営近代化
の秩序を促進するであろうが，他面では，産業の寡占化，それに伴い価格協定
が行われやすくなり，その弊害が顕在化することが必掟だからである。
次に産業再編成と中小企業について考察してみよう。産業再編成が中小企業
に与える影響はかなり大きいと考えられる。その一つは中小企業の不安定化の
増大であろう。もとより昨今における中小企業の不安定性は，（イ）賃上げ圧力，
（口）財務構成の悪化，り生産性の低位，（二）経営管理の拙劣，などから生じている
が，産業再編成の進展に伴なう不安定化の増大は，従来の系列再編成の場合以
上に中小企業の階層分化を促進することになろう。すなわち従来の従属形態に
おける中小企業の系列再編の過程を通じて，その階層分化，下請系列として存
続する中小企業，独立メーカーとして自立化の方向をたどる中小企業，脱落・
転業してゆく中小企業，倒産・廃業してゆく中小企業の 4つの企業層への分化
であったが，今次の産業再編成が系列化，業務提携，共同投資，企業の合併と
いう形態と方向を採る限り，そのいずれの場合においても大企業の体質強化に
即応する中小企業の系列再編成が要請され，中小企業の規模拡大と近代化が従
来にも増して強く要求されるであろう。従って独自の力で自立化する中小企業
も下請系列として残存する中小企業も等しく近代化，組織化，共同化，協業
化，集団化，などを通じて中小企業の体質改善を図り，さらに技術の向上，競
争の正常化，新市場の開拓，品質の向上とコスト・ダウン，労働条件と環境の
整備，近代的労使関係（労使協調）に最善の努力をなさなければならないであろ
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う。そうでなければ産業再編成による中小企業の不安定化と構造的排除の増大
を阻止することができない。
なお最近の中小企業政策をみると， (1)中小企業の業種別 (24業種指定）近代
化， (2)経営管理の合理化と技術向上の指導強化， (3)労働力の確保と従業員の福
祉向上を図るための諸措置， (4)下請取引の適正化， (5)中小企業の組織化，協業
化， (6)中小企業金融の充実， (7)中小企業向け財政投融資の強化， (8)官公需につ
いての中小企業者の受註の確保に関する法律（官公需要の中小企業への増大）， (9) 
近代化促進法，近代化資金等助成法，投資育成会社法の一部改正，等が実施さ
れている。これら一連の政策は明らかに「中小企業基本法」に基づく政策目標
（基本法第1条）， すなわち「中小企業が国民経済において果たすぺき重要な使
命にかんがみて，国民経済の成長発展に即応し，中小企業の経済的社会的制約
による不利を是正するとともに，中小企業者の自主的な努力を助長し，企業間
における生産性等の諸格差が是正されるよう中小企業の生産性及び取引条件が
向上すること」を目標として講じなければならない中小企業政策（基本法第3条
「国の施策」）の具体的なあらわれである。これを端的にいえば，経済的社会的事
情の変化に即応するための中小企業構造の高度化（中小企業の設備近代化，技術の
向上，経営管理の合理化，規模の適正化，事業の共同化，工場や店舗の集団化，事業の転換及
び小売商業における経営形態の近代化）を配慮せんとしているのであるが，この政
策基調は単なる中小企業の保護主義ないし保護政策ではなく，むしろ経済的合
理主義であり，それは中小企業構造を高度化することによって中小企業の成長
をナショナル・セキュリティ（国民的利益）に合致せしめんとするものである。
さてこの場合，産業再編成問題は中小企業にとって，大きな経済的社会的事
情の変化に相当する問題であることはいうまでもない。いま経済的社会的事情
の変化（構造変化）と「中小企業の倒産」ということを関連づけて考えてみる
と，昭和34年頃から始まり38年頃に本格化した貿易自由化 (92.1%),昭和36年
頃を超点とする産業構造の高度化（重化学工業化）， 昭和38年12月頃から昭和41
年3月頃にかけての構造不況，などの経済的社会的事情の変化は中小企業の倒
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産を増大させる「構造的圧力」となっている。試みに中小企業の倒産件数をみ
れば，昭和38年2,117件，昭和39年4,931件，昭和40年6,060件，昭和41年にな
っても毎月， 500件前後の倒産（例えば昭和41年9月26日より10月25日までに578件の
倒産がある）が続いている。 もとより中小企業倒産の一般的原因は， (1)大企業・
の圧迫， (2)放慢経営， (3)人件費の騰貴と若年労働力の不足， (4)設備投資の行過
ぎ， (5)金融引締めと資金繰りの困難， (6)在庫の過剰， (7)融通手形の失敗， (8)売
掛金の増大，などであるが，上記の経済的社会的事情の変化による構造的圧力
（先進国，後進国よりの輸入品自由化圧力，重化学工業化に伴う構造変動圧力，構造不況
に伴う過剰生産圧力）が中小企業の倒産を拍車しているのである。いうまでもな
く資本自由化に備えての産業再編成は経済的社会的事情の変化として中小企業
の構造に大きな影響（階層分化の促進と構造的排除）を与えるであろう。それだけ
に産業再編成がもたらす中小企業への摩擦（系列再編，合理化，転業，など）と，
犠牲（限界企業の淘汰，没落・倒産，など）を最少にすることが産業政策の課題の
一つであることはいうまでもない。
最後に産業再編成と労働組合組織についての考察を要約してみよう。産業再
編成は労働組合組織の再編成を必然化している。労働組合組織の再編成は，一
方において組織統合として，他方においては組織動揺としてあらわれ，労働戦
線の統一どころか労働戦線の混乱を表面化している。いうまでもなく前者の組
織統合は上部団体の異なる（例えば総評，同盟，中立系など）労働組合をもつ企業
の合併の場合におこり，また企業の合併が人員整理化や配置転換という合理化
を伴ないがちであることから，後者の組織動揺がおこるのである。このことを
最近の事実経過からみれば， まず昭和39年 6 月の「三菱三社（三菱日本重工•新
三菱重工・三菱造船）の合併とともに， 三つの本社労組は統合したが，三菱造船
支部（全造船・中立労働組合連絡会議）， 三菱日本重工（半数を占める横浜造船は全造
船，残りの東京自動車は純中立），新三菱（同盟）の各労組は，このように上部団体
を異にするため本社労組とともに組織統一のために四労組協議会を設置したの
である。なお三菱三社の合併には臨時エの大量整理と社員の大量配転が行われ
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て労組の組織動揺がおこったのである。このようなことは，昭和40年5月の日
産自動車とプリンス自動車の合併の際にもみられる。 すなわち日産労組（自動
車労連）は同盟の「最右翼」， プリンス労組（全国金属の拠点）は総評の「最左
派」という対照的な組織統合であった18)。 また東洋紡と呉羽紡の合併には
1,200名の希望退職が提案され労組の組織動揺をもたらしたのである。
なお最近の産業再編成，すなわち系列化，業務提携，企業の合併は，資本系
列や銀行の融資系列にこだわらないで技術革新と国際競争力の強化のために行
われている。数年来進められてきtこ海運業の再編成はもとより， 日産自動車
（主力銀行は興銀）とプリンス自動車（住友銀行）の合併，東洋紡（第一銀行）と呉羽
紡（住友銀行）の合併，三菱レイヨンによる日東化学（第一銀行）の系列化，それ
に三菱化成・ 鐘紡（三井銀行）・日本レイヨン（三和銀行）の提携など，その顕著
な傾向である。それだけに資本自由化に備えての，これからの産業再編成は，一
方において，財界再編成と，他方において，労働組合組織の再編成を進展せし
めるであろうが，昭和40年 5 月に発足した IMF•JC(国際金属労連・日本協
議会）の加盟組合他方において，（鉄鋼労連・総評系，自動車労連・同盟系，電機労連
・中立労連系）の増大傾向，また中小企業における合同労組（個人加入）の浸透な
ど相侯って，労働戦線や労働組合運動に大きな影響と変化がみられるであろ
う。従って労組側としては，産業再編成によって生ずる企業の違った社風，異
なった労働条件，労組間の融合，執行部役員の選出，人員整理，配置転換など
当面の問題のみでなく，経済的社会的事情の変化に対応した物の考え方，組織
の在り方，運動の進め方，などを創意工夫しなければならない。特に上部団体
は，産業構造の変化に立ち遅れないように組合を指導すること，そのためには
産業政策問題を現実に即して研究するとともに，当面する産業再編成にどう対
処するか，合理化攻勢と組織分裂をどう防衛するか，構造的圧力により没落し
てゆく中小企業の組合指導をどうするのか，また産業別組織化を如何にして促
進するか，等を配慮し労働組合組織の強化を図らなければならない。いうまで
もなく組織の統合，組織の動揺，組織の分裂は経済的社会的事情の変化と労働
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組合運動との「内部的矛盾」にようてもおこるものであることに対する自己反
省が必要である。
なお参考までに最近における労働組合の組織状況をみれば，昭和41年6月末
現在の労働組合数は 5万3千9百85組合，その組合員数は約 1千40万4千人で
ある。これを団体別にみれば，総評の加盟組合員数（官公労組的な色彩が濃い）
は約4百24万7千人で，前年に比べ約2千人が減少しているが，同盟の加盟組
合員数は約 1百71万6千人で，前年に比べ約5万7千人が増加している。中立
労連の加盟組合員数は約 1百2万1千人で，前年に比べ約3万7千人が増加し
ている。
これを要するに，世界的寡占化時代に，これから激化するであろうわが国の
産業再編成が企業の経済力集中，市場支配，寡占体制の強化となる可能性が大
きいのであるから，独占禁止法，中小企業，労働組合組織に与える衝動も大き
いであろう。＇それだけに企業の経済力集中に伴なう社会的責任と寡占経済に伴
なう社会的弊害を排除ないし阻止することは，ナショナル・セキュリティ（国民
的利益）の問題として，企業の経営者および産業政策に課せられた重大な責務
であろう。
O.l 両角良彦『産業政策の理論』昭和41年， 61ペー ジ。
(12) 公正取引委員会編『開放経済下の協調と競争・国際競争力と独禁法』昭和38年，参
照。
0.3) 松波良一「組織崩攘の根本原因」月刊『労働問題』 1966・5月号， 57-63ページ参
照。
正村公宏「産業再綱成と労働組合(1)技術革新への対応，同上， 64-65ページ参照。
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